


















第 3章  
法治主義発展史とそこにおける中国 
 


















































































































































































































































































































































































































































































































理の指名に基づき国務院の主要構成員を決定する（62 条 4 号～8 号）。憲法
の実施の監督を行うのも、全人代と全人代常務委員会である。（62 条 2 号，
67 条 1 号） 
人権については，2004 年の憲法改正によって、国家による人権尊重（33 条
3 項）が謳われたが，広範な人権制限の可能性が正面から認められている（33
条 4 項，51 条，52 条，53 条，54 条など）。 














































































代常務委員会が，憲法の実施を監督し（62 条 2 号，67 条 1 号），全人代常
務委員会が，行政法規や地方的法規で憲法，法律に抵触するものを取り消す
こととなっている（67 条 7 号，8 号）。 
このように，中華人民共和国においては，法治主義に向かっての発展を志
向する上で，多くの大きな困難が存在するのである。 
６．おわりに 
 今後の中華人民共和国における法治主義を目指した努力には、大きな困難
が予想されよう。しかし，歴史を振り返るならば，法治主義に向けての発展
は，多くの国々において非常に困難なものだったのである。日本やハンガリ
ーなどの，アジアと社会主義国の中で先行した法治主義「発展途上国」にお
ける展開を理解し，それとの比較の上で中華人民共和国における将来への展
望を見出そうとすることは重要であろう。日本やハンガリーにおいて，法治
主義促進的要素が何だったのか，それはどのように発展したのか，その発展
にはどのような困難があったのか。特に，日本については，政府が意のまま
にすることのできなかった議会や裁判所などの機関やそこにおける展開に，
ハンガリーについては，自由化の進展と体制内の複数化の進展に直目して，
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これらの問いを発するならば，中華人民共和国における課題と今後の発展を
考察する上で，大きな助けとなろう。 
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